
利用区分 事務区分 件数

恩給法（他の法律において準用する場合を含む。）による年金である給付又は一時金の支給に関する事務 60

児童扶養手当法による同法第四条第一項の児童扶養手当の支給に関する事務 5

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による同法第二条第三項の被爆者健康手帳の交付、同法第七条の健康診
断、同法第三十八条の居宅生活支援事業若しくは同法第三十九条の養護事業の実施又は同法第二十四条第一項の医
療特別手当、同法第二十五条第一項の特別手当、同法第二十六条第一項の原子爆弾小頭症手当、同法第二十七条第
一項の健康管理手当、同法第二十八条第一項の保健手当、同法第三十一条の介護手当若しくは同法第三十二条の葬
祭料の支給に関する事務

1,388

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例又は特別法人事業税及び特別法人事業譲与税
に関する法律による地方税若しくは特別法人事業税の賦課徴収又は地方税若しくは特別法人事業税に関する調査（犯
則事件の調査を含む。）に関する事務

13,270

高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第六条第一項の就学支援金の支給に関する事務 3,050

児童手当法による同法第十七条第一項の規定により読み替えて適用する同法第八条第一項の児童手当の支給に関す
る事務

30

生活保護法による同法第十九条第一項の保護の決定及び実施、同法第五十五条の四第一項の就労自立給付金若しく
は同法第五十五条の五第一項の進学準備給付金の支給、同法第五十五条の八第一項の被保護者健康管理支援事業
の実施、同法第六十三条の保護に要する費用の返還又は同法第七十七条第一項、第七十七条の二第一項、第七十八
条第一項から第三項まで若しくは第七十八条の二第一項若しくは第二項の徴収金の徴収に関する事務

104

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による同法第六条の自立支援給付の支給又は同法
第七十八条の地域生活支援事業の実施に関する事務

1,380

児童福祉法による同法第六条の四第一号の養育里親若しくは同条第二号の養子縁組里親の登録若しくは同条第三号
の里親の認定、同法第十一条第一項第二号ハの児童及びその家庭についての調査及び判定、保育士の登録、同法第
十九条の二第一項の小児慢性特定疾病医療費の支給、同法第二十条第一項の療育の給付、同法第二十四条の二第
一項の障害児入所給付費、同法第二十四条の六第一項の高額障害児入所給付費、同法第二十四条の七第一項の特
定入所障害児食費等給付費若しくは同法第二十四条の二十第一項の障害児入所医療費の支給、同法第三十三条の六
第一項（同条第六項において準用する場合を含む。）の児童自立生活援助の実施又は同法第五十六条第一項の負担能
力の認定若しくは同条第二項の費用の徴収に関する事務

162

難病の患者に対する医療等に関する法律による同法第五条第一項の特定医療費の支給、同法第六条第一項の指定医
の指定又は同法第二十八条第二項の指定難病要支援者証明事業の実施に関する事務

60,170

消防法による危険物取扱者免状の交付、危険物取扱者試験の実施、消防設備士免状の交付又は消防設備士試験の実
施に関する事務

1

浄化槽法による浄化槽工事業の登録に関する事務 22

宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許又は宅地建物取引士資格の登録に関する事務 98

旅券法による同法第三条第一項の発給、同法第九条第一項の渡航先の追加又は同法第十七条第一項の届出に関する
事務

16,662

通訳案内士法による同法第十八条（同法第五十七条において準用する場合を含む。）の登録、同法第二十三条第一項
（同法第五十七条において準用する場合を含む。）の届出又は同法第二十四条（同法第五十七条において準用する場合
を含む。）の再交付に関する事務

2

特定非営利活動促進法による同法第十条第一項の認証、同法第二十三条第二項の届出又は同法第三十四条第三項
の認証に関する事務

55

公営住宅法による同法第十五条の公営住宅の管理に関する事務 265

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律による同法第二十七条第一項の登録、同法第三十条第一項
の更新又は同法第三十一条第一項の届出に関する事務

14

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による同法第二十一条第一項の登録又は同法第二十五条第一項の
届出に関する事務

60

家畜商法による同法第三条第一項の免許又は同法第五条の登録に関する事務 1

身体障害者福祉法による同法第十五条第四項の身体障害者手帳の交付に関する事務 25,117

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による同法第二十七条第一項若しくは第二項の診察、同法第二十九条第
一項若しくは第二十九条の二第一項の入院措置、同法第三十一条の費用の徴収、同法第三十八条の四の退院等の請
求又は同法第四十五条第二項の精神障害者保健福祉手帳の交付に関する事務

593

住宅宿泊事業法による同法第三条第一項又は第四項の届出に関する事務 51

知的障害者福祉法による同法第十一条第一項第二号ハの知的障害者の判定に関する事務 9,103

小計 131,663
特別支援学校への就学奨励に関する法律による同法第二条第一項の特別支援学校への就学のため必要な経費の支
弁に関する事務

472

高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第六条第一項の就学支援金の支給に関する事務 7,882

児童手当法による同法第十七条第一項の規定により読み替えて適用する同法第八条第一項の児童手当の支給に関す
る事務

18

小計 8,372
採石法（昭和25年法律第291号）による同法第32条の登録又は同法第32条の７第１項の届出に関する事務であって規則
で定めるもの

1

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）による同法第33条第１
項の交付に関する事務であって規則で定めるもの

34

介護保険法（平成９年法律第123号）による同法第69条の２第１項の登録又は同法第69条の４の届出に関する事務で
あって規則で定めるもの

693

香川県屋外広告物条例（昭和40年香川県条例第18号）による同条例第26条第１項の登録又は同条例第30条第１項の届
出に関する事務であって規則で定めるもの

803

香川県心身障害者扶養共済制度条例（昭和45年香川県条例第２号）による年金の支給に関する事務であって規則で定
めるもの

1,511

難病（知事が指定するものに限る。）の患者に対する当該難病に係る医療に要した費用の支給に関する事務であって規
則で定めるもの

1,855

特別支援学校等への就学のため必要な経費の支弁に関する事務（特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和29
年法律第144号）によるものを除く。）であって規則で定めるもの

15

小計 4,912
144,947合計

条例で定める
事務

令和６年度都道府県知事保存本人確認情報の利用の状況の公表
  住民基本台帳法に基づく都道府県知事保存本人確認情報に関する条例（平成14年香川県条例第49号）（令和６年香川県条例第９号により条例
名一部改正）第５条の規定に基づき、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間における都道府県知事保存本人確認情報の利用の状況に
ついて公表します。
  これは、平成20年４月１日に住民基本台帳法に基づく本人確認情報に関する条例の一部を改正する条例が施行されたことに伴い、毎年１回、住
民基本台帳ネットワークによる本人確認情報の利用の状況について、事務の透明性の確保及び個人情報保護の観点から公表するものです。

住民基本台
帳法別表第５
に掲げる事務

住民基本台
帳法別表第６
に掲げる事務


